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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
以下を含有する、内燃機関で使用するのに適切な低イオウ、低リン、低灰分潤滑剤組成物
：
　（ａ）潤滑粘性のあるオイル、および
　（ｂ）式Ｉで表わされる物質と８個～３０個の炭素原子を有するアミンとの縮合生成物
、または式Ｉで表わされる物質とアルコールおよびアミンの組み合わせとの縮合生成物で
あって、該アルコールおよびアミンが８個～３０個の炭素原子を有する縮合生成物；
【化１】

　ここで、各Ｒは、別個に、Ｈ、またはヒドロカルビル基であるか、あるいは該Ｒ基は、
一緒になって、環を形成する；そして、ここで、ＲがＨである場合、該縮合生成物は、必
要に応じて、アシル化により、さらに官能化される；
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　ここで、該潤滑剤組成物は、１．０までの硫酸灰分値、０．０８重量パーセントまでの
リン含量および０．４重量パーセントまでのイオウ含量を有する、
　組成物。
【請求項２】
前記縮合生成物の量が、０．０５～５．０重量パーセントである、請求項１に記載の組成
物。
【請求項３】
前記縮合生成物の量が、０．１～２．０重量パーセントである、請求項２に記載の組成物
。
【請求項４】
前記縮合生成物の量が、０．２５～１．２５重量パーセントである、請求項２に記載の組
成物。
【請求項５】
ジアルキルジチオリン酸金属をさらに含有する、請求項１に記載の組成物。
【請求項６】
前記ジアルキルジチオリン酸金属が、ジアルキルジチオリン酸亜鉛であり、ここで、それ
らのアルキル基の少なくとも５０パーセントが、第二級アルキル基である、請求項５に記
載の組成物。
【請求項７】
分散剤をさらに含有する、請求項１に記載の組成物。
【請求項８】
前記分散剤が、スクシンイミドである、請求項７に記載の組成物。
【請求項９】
少なくとも１種のカルシウムオーバーベース化清浄剤をさらに含有する、請求項１に記載
の組成物。
【請求項１０】
前記カルシウムオーバーベース化清浄剤が、スルホン酸カルシウム、カルシウムフェネー
ト、サリチル酸カルシウム、カルシウムサリキサレートおよびそれらの混合物からなる群
より選択される、請求項９に記載の組成物。
【請求項１１】
少なくとも１種の酸化防止剤をさらに含有する、請求項１に記載の組成物。
【請求項１２】
前記酸化防止剤が、ヒンダードフェノール、アリールアミンおよびそれらの混合物からな
る群より選択される、請求項１１に記載の組成物。
【請求項１３】
（ｂ）以外の追加摩擦調整剤をさらに含有する、請求項１に記載の組成物。
【請求項１４】
前記追加摩擦調整剤が、グリセロールモノオレエート、オレイルアミド、ジエタノール脂
肪アミンおよびそれらの混合物からなる群より選択される、請求項１３に記載の組成物。
【請求項１５】
消泡剤をさらに含有する、請求項１に記載の組成物。
【請求項１６】
内燃機関を潤滑させる方法であって、該方法は、該内燃機関に、潤滑粘性のあるオイルと
、縮合生成物とを供給する工程を包含し、該縮合生成物が、式Ｉで表わされる物質と８個
～３０個の炭素原子を有するアミンとの縮合生成物であるか、または式Ｉで表わされる物
質とアルコールおよびアミンの組み合わせとの縮合生成物であって、該アルコールおよび
アミンが８個～３０個の炭素原子を有する縮合生成物である；
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【化２】

　ここで、該生成物において、各Ｒは、別個に、Ｈ、またはヒドロカルビル基であるか、
あるいは該Ｒ基は、一緒になって、環を形成する；または、ここで、ＲがＨである場合、
得られたヒドロキシル基は、アシル化により、さらに官能化される；
　ここで、該潤滑剤組成物は、１．０までの硫酸灰分値、０．０８重量パーセントまでの
リン含量および０．４重量パーセントまでのイオウ含量を有する、
　方法。
【請求項１７】
潤滑剤組成物を製造する方法であって、該方法は、以下の工程：
　潤滑粘性のあるオイルと、縮合生成物とをブレンドする工程であって、該縮合生成物が
、式Ｉで表わされる物質と８個～３０個の炭素原子を有するアミンとの縮合生成物である
か、または式Ｉで表わされる物質とアルコールおよびアミンの組み合わせとの縮合生成物
であって、該アルコールおよびアミンが８個～３０個の炭素原子を有する縮合生成物であ
る工程；

【化３】

　ここで、該生成物において、各Ｒは、別個に、Ｈ、またはヒドロカルビル基であるか、
あるいは該Ｒ基は、一緒になって、環を形成する；または、ここで、ＲがＨである場合、
得られたヒドロキシル基は、アシル化により、さらに官能化される、工程；
　潤滑剤組成物を得る工程であって、ここで、該潤滑剤組成物は、１．０までの硫酸灰分
値、０．０８重量パーセントまでのリン含量および０．４重量パーセントまでのイオウ含
量を有する、工程、
を包含する方法。
【請求項１８】
前記潤滑剤組成物がグリセロールモノオレエートをさらに含有する、請求項１６に記載の
方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（発明の背景）
　本発明は、燃費を向上させ燃費と摩耗および摩擦低下とを保持する低イオウ、低灰分、
低リン潤滑剤組成物および内燃機関を潤滑させる方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　燃費は、非常に重要であり、例えば、エンジン内の摩擦を低下させることにより燃費の
向上を助長する潤滑剤は、非常に価値がある。本発明は、添加剤パッケージを含む低イオ
ウ、低灰分、低リン潤滑剤組成物を提供し、これは、内燃機関における燃費の向上につな
がる。この向上は、摩擦調整剤成分が酒石酸イミド（ｔａｒｔｒｉｍｉｄｅ）または酒石
酸アミド（ｔａｒｔｒａｍｉｄｅ）あるいはそれらの組み合わせだけからまたは主として
それらからなる添加剤パッケージを提供することにより、引き起こされる。
【０００３】
　特許文献１（Ｂａｒｒｅｒ、１９８０年１２月２日）は、きしみおよび摩擦の効果的な
低下だけでなく燃費の向上のために潤滑剤および燃料中の添加剤として有用な酒石酸イミ
ドを開示している。
【０００４】
　特許文献２（Ｄａｖｉｓら、１９９０年８月２８日）は、以下を含有する内燃機関用潤
滑油組成物を開示している：（Ａ）潤滑粘性のあるオイル、（Ｂ）コハク酸アシル化剤と
特定のアミンとを反応させることにより生成されるカルボン酸誘導体、および（Ｃ）スル
ホン酸またはカルボン酸の塩基性アルカリ金属塩。例証的な潤滑剤組成物（潤滑剤ＩＩＩ
）は、以下を含む基油を含有する：粘度指数調節剤；塩基性アルキル化ベンゼンスルホン
酸マグネシウム；オーバーベース化アルキルベンゼンスルホン酸ナトリウム；塩基性アル
キル化ベンゼンスルホン酸カルシウム；スクシンイミド分散剤；およびホスホロジチオ酸
の亜鉛塩。
【０００５】
　特許文献３（Ｃｈａｍｂｅｒｌｉｎ、１９８２年４月２７日）は、内燃機関の燃費を向
上させる潤滑剤組成物を開示している。この組成物は、特定の硫化組成物（これは、カル
ボン酸のエステルをベースにしている）および塩基性アルカリ金属スルホン酸塩を含有す
る。追加成分には、少なくとも１種の油分散可能清浄剤または分散剤、粘度向上剤、およ
びリン含有酸の特定の塩が挙げられ得る。
【特許文献１】米国特許第４，２３７，０２２号明細書
【特許文献２】米国特許第４，９５２，３２８号明細書
【特許文献３】米国特許第４，３２６，９７２号明細書
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　（発明の要旨）
　本発明は、内燃機関を潤滑させるのに適切な内燃機関で使用するのに適切な低イオウ、
低リン、低灰分潤滑剤組成物を提供し、該組成物は、以下を含有する：
　（ａ）潤滑粘性のあるオイル、および
　（ｂ）式Ｉで表わされる物質と約８個～約３０個の炭素原子を有するアルコールまたは
アミンとの縮合生成物およびそれらの組み合わせ；
【０００７】
【化４】

　ここで、各Ｒは、別個に、Ｈ、またはヒドロカルビル基であるか、あるいは該Ｒ基は、
一緒になって、環を形成する；そして、ここで、ＲがＨである場合、該縮合生成物は、必
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要に応じて、アシル化またはホウ素化合物との反応により、さらに官能化される；
　ここで、該潤滑剤組成物は、約１．０までの硫酸灰分値、約０．０８重量パーセントま
でのリン含量および約０．４重量パーセントまでのイオウ含量を有する。
【０００８】
　本発明は、さらに、内燃機関を潤滑させる方法を提供し、該方法は、該内燃機関に、該
潤滑剤組成物を供給する工程を包含する。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　（発明の詳細な説明）
　種々の好ましい特徴および実施形態は、非限定的な例によって、以下で記述する。
【００１０】
　本発明は、上記のような組成物を提供する。しばしば、この組成物は、１局面では、０
．４重量パーセント未満、別の局面では、０．３重量パーセント未満、さらに別の局面で
は、０．２重量パーセント以下、さらに別の局面では、０．１重量パーセント以下の全イ
オウ含量を有する。しばしば、本発明の組成物中の主要イオウ源は、通常の希釈油から誘
導される。この全イオウ含量に代表的な範囲は、０．１～０．０１重量パーセントである
。
【００１１】
　しばしば、この組成物は、その組成物の８００ｐｐｍに等しいかそれ未満、別の局面で
は、５００ｐｐｍに等しいかそれ未満、さらに別の局面では、３００ｐｐｍに等しいかそ
れ未満、さらに別の局面では、２００ｐｐｍに等しいかそれ未満、さらに別の局面では、
１００ｐｐｍに等しいかそれ未満の全リン含量を有する。この全リン含量の代表的な範囲
は、５００～１００ｐｐｍである。
【００１２】
　しばしば、この組成物は、その組成物の１．０重量パーセント未満、１局面では、０．
７重量パーセントに等しいかそれ未満、さらに別の局面では、０．４重量パーセントに等
しいかそれ未満、さらに別の局面では、０．３重量パーセントに等しいかそれ未満、さら
に別の局面では、０．０５重量パーセントに等しいかそれ未満の全硫酸灰分含量（これは
、ＡＳＴＭ　Ｄ－８７４により、測定した）を有する。この全硫酸灰分含量の代表的な範
囲は、０．７～０．０５重量パーセントである。
【００１３】
　（潤滑粘性のあるオイル）
　この低イオウ、低リン、低灰分潤滑油組成物は、１種またはそれ以上の基油から構成さ
れ、これらは、一般に、主要量（すなわち、約５０重量パーセントより多い量）で存在し
ている。一般に、この基油は、この潤滑油組成物の約６０重量パーセントより多い量、ま
たは約７０重量パーセントより多い量、または約８０重量パーセントより多い量で、存在
している。この基油のイオウ含量は、代表的には、０．２重量パーセント未満である。
【００１４】
　この低イオウ、低リン、低灰分潤滑油組成物は、１００℃で、約１６．３ｍｍ２／ｓま
で、１実施形態では、１００℃で、５～１６．３ｍｍ２／ｓ（ｃＳｔ）、１実施形態では
、１００℃で、６～１３ｍｍ２／ｓ（ｃＳｔ）の粘度を有し得る。１実施形態では、この
潤滑油組成物は、０Ｗ、０Ｗ－２０、０Ｗ－３０、０Ｗ－４０、０Ｗ－５０、０Ｗ－６０
、５Ｗ、５Ｗ－２０、５Ｗ－３０、５Ｗ－４０、５Ｗ－５０、５Ｗ－６０、１０Ｗ、１０
Ｗ－２０、１０Ｗ－３０、１０Ｗ－４０または１０Ｗ－５０のＳＡＥ　Ｖｉｓｃｏｓｉｔ
ｙ　Ｇｒａｄｅを有する。
【００１５】
　この低イオウ、低リン、低灰分潤滑油組成物は、４ｍｍ２／ｓ（ｃＳｔ）まで、１実施
形態では、３．７ｍｍ２／ｓ（ｃＳｔ）まで、１実施形態では、２～４ｍｍ２／ｓ（ｃＳ
ｔ）、１実施形態では、２．２～３．７ｍｍ２／ｓ（ｃＳｔ）、１実施形態では、２．７
～３．５ｍｍ２／ｓ（ｃＳｔ）の１５０℃での高温／高剪断粘度（これは、ＡＳＴＭ　Ｄ
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４６８３の手順により、測定される）を有し得る。
【００１６】
　この低イオウ、低リン、低灰分潤滑剤組成物で使用される基油は、天然油、合成油また
はそれらの混合物であり得るが、但し、このようなオイルのイオウ含量は、本発明の低イ
オウ、低リン、低灰分潤滑油組成物に必要な上で確認したイオウ濃度限界を超えない。有
用な天然油には、動物油および植物油（例えば、ヒマシ油、ラード油）だけでなく、鉱物
性潤滑油（例えば、液状の石油オイル、およびパラフィンタイプ、ナフテンタイプまたは
混合したパラフィン－ナフテンタイプであって、かつ溶媒処理された鉱物性潤滑油または
酸処理された鉱物性潤滑油）が挙げられる。石炭またはけつ岩から誘導される潤滑粘性の
あるオイルもまた、有用である。合成の潤滑油には、炭化水素油、例えば、重合されたオ
レフィンおよびインターポリマー化されたオレフィン（例えば、ポリブチレン、ポリプロ
ピレン、プロピレン－イソブチレン共重合体、ポリ（１－ヘキセン）、ポリ（１－オクテ
ン）、ポリ（１－デセン）、およびそれらの混合物）；アルキルベンゼン（例えば、ドデ
シルベンゼン、テトラデシルベンゼン、ジノニルベンゼン、ジ（２－エチルヘキシル）ベ
ンゼンなど）；ポリフェニル（例えば、ビフェニル、テルフェニル、およびアルキル化さ
れたポリフェニルなど）；アルキル化されたジフェニルエーテルおよびアルキル化された
ジフェニルスルフィドおよびその誘導体、それらの類似物および同族体などが挙げられる
。
【００１７】
　アルキレンオキシド重合体およびインターポリマーおよびそれらの誘導体（この誘導体
では、その末端水酸基は、エステル化、エーテル化などにより修飾されている）は、使用
され得る公知の種類の合成潤滑油を構成する。これらは、エチレンオキシドまたはプロピ
レンオキシドの重合により調製されるオイル、これらポリオキシアルキレン重合体のアル
キルエーテルおよびアリールエーテル（例えば、約１，０００の平均分子量を有するメチ
ルポリイソプロピレングリコールエーテル、約５００～１，０００の分子量を有するポリ
エチレングリコールのジフェニルエーテル、約１，０００～１，５００の分子量を有する
ポリプロピレングリコールのジエチルエーテルなど）、またはそれらのモノ－およびポリ
カルボン酸エステル（例えば、テトラエチレングリコールの酢酸エステル、混合したＣ３

～８脂肪酸エステルまたはカルボン酸ジエステル）により例示される。
【００１８】
　他の適切な種類の合成潤滑油には、ジカルボン酸（例えば、フタル酸、コハク酸、アル
キルコハク酸、アルケニルコハク酸、マレイン酸、アゼライン酸、スベリン酸、セバシン
酸、フマル酸、アジピン酸、リノール酸ダイマー、マロン酸、アルキルマロン酸、アルケ
ニルマロン酸など）と、種々のアルコール（例えば、ブチルアルコール、ヘキシルアルコ
ール、ドデシルアルコール、２－エチルヘキシルアルコール、エチレングリコール、ジエ
チレングリコールモノエーテル、プロピレングリコールなど）とのエステルが挙げられる
。これらエステルの特定の例には、アジピン酸ジブチル、セバシン酸ジ（２－エチルヘキ
シル）、フマル酸ジ－ｎ－ヘキシル、セバシン酸ジオクチル、アゼライン酸ジイソオクチ
ル、アゼライン酸ジイソデシル、フタル酸ジオクチル、フタル酸ジデシル、セバシン酸ジ
エイコシル、リノール酸ダイマーの２－エチルヘキシルジエステル、セバシン酸１モルと
テトラエチレングリコール２モルおよび２－エチルヘキサン酸２モルとの反応により形成
される複合エステルなどが挙げられる。
【００１９】
　合成油として有用なエステルには、Ｃ５～Ｃ１２モノカルボン酸と、ポリオールおよび
ポリオールエーテル（例えば、ネオペンチルグリコール、トリメチロールプロパン、ペン
タエリスリトール、ジペンタエリスリトール、トリペンタエリスリトールなど）とから製
造されるエステルものが挙げられる。
【００２０】
　このオイルは、ポリ－α－オレフィン（ＰＡＯ）であり得る。代表的には、これらのＰ
ＡＯは、４個～３０個、または４個～２０個、または６個～１６個の炭素原子を有するモ
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ノマーから誘導される。有用なＰＡＯの例には、オクテン、デセン、それらの混合物など
から誘導されたものが挙げられる。これらのＰＡＯは、１００℃で、２～１５ｍｍ２／ｓ
（ｃＳｔ）、または３～１２ｍｍ２／ｓ（ｃＳｔ）、または４～８ｍｍ２／ｓ（ｃＳｔ）
の粘度を有し得る。有用なＰＡＯの例には、１００℃で４ｍｍ２／ｓ（ｃＳｔ）のポリ－
α－オレフィン、１００℃で６ｍｍ２／ｓ（ｃＳｔ）のポリ－α－オレフィン、およびそ
れらの混合物が挙げられる。鉱油と１種またはそれ以上の前述のＰＡＯとの混合物は、使
用され得る。
【００２１】
　未精製油、精製油および再精製油（これは、上で開示のタイプの天然油または合成油の
いずれか、およびこれらのいずれかの２種またはそれ以上の混合物である）は、本発明の
潤滑剤中で用いられ得る。未精製油とは、天然原料または合成原料から、さらに精製処理
することなく、直接得られるオイルである。例えば、レトルト操作から直接得られるけつ
岩油、第１段の蒸留から直接得られる石油オイル、またはエステル化工程から直接得られ
、かつさらに処理せずに用いられるエステル油は、未精製油である。精製油は、１種また
はそれ以上の特性を改良するべく、１段またはそれ以上の精製段階でさらに処理されたこ
と以外は、未精製油と類似している。このような精製方法の多くは、当業者には周知であ
る。この方法には、例えば、溶媒抽出、二次蒸留、酸または塩基抽出、濾過、浸透などが
ある。再精製油は、すでに使用された精製油に、精製油を得るのに用いた工程と類似の工
程を適用することにより、得られる。このような再精製油もまた、再生された油または再
生加工された油として周知であり、そして消費された添加剤および油の分解生成物を除去
するべく指示された方法により、しばしばさらに処理される。
【００２２】
　さらに、フィッシャー－トロプシュ気液合成手順により調製されたオイルは、当該技術
分野で公知であり、そして使用できる。
【００２３】
　（摩擦調整剤）
　本発明の酒石酸イミド、酒石酸アミドまたはそれらの組み合わせは、酒石酸と、１種ま
たはそれ以上のアミン（これらは、例えば、式ＲＲ’ＮＨを有し、ここで、ＲおよびＲ’
は、それぞれ別個に、Ｈ、１個～１５０個の炭素原子の炭化水素ベースの基を表わすが、
但し、ＲおよびＲ’中の炭素原子の合計は、少なくとも８個であるか、または－Ｒ’’Ｏ
Ｒ’’’を有し、ここで、Ｒ’’は、２個～６個の炭素原子の二価アルキレンラジカルで
あり、そしてＲ’’’は、５個～１５０個の炭素原子のヒドロカルビルラジカルである）
との反応により、調製できる。
【００２４】
　本発明の酒石酸イミド、酒石酸アミドまたはそれらの組み合わせに適切なアミンには、
式ＲＲ’ＮＨで表わされるものが挙げられ、ここで、ＲおよびＲ’は、Ｈ、または１個～
１５０個の炭素原子の長鎖ヒドロカルビルラジカルを表わすが、但し、ＲおよびＲ’中の
炭素原子の合計は、少なくとも８個である。１実施形態では、ＲまたはＲ’は、８個～２
６個の炭素を含有し、別の実施形態では、１２個～１８個の炭素原子を含有する。
【００２５】
　本発明の酒石酸イミド、酒石酸アミドまたはそれらの組み合わせは、酒石酸と１種また
はそれ以上の対応するアミンとを反応させることにより、調製される。本発明の酒石酸イ
ミドまたは酒石酸アミドを調製するのに使用される酒石酸は、市販の種類（これは、Ｓａ
ｒｇｅｎｔ　Ｗｅｌｃｈから得られる）であり得、それは、おそらく、しばしば、その原
料（天然）または合成方法（例えば、マレイン酸から）に依存して、１種またはそれ以上
の異性体形状（例えば、ｄ－酒石酸、ｌ－酒石酸またはメソ酒石酸）で、存在している。
これらの誘導体はまた、当業者に容易に明らかとなる二酸の官能性等価物（例えば、エス
テル、酸塩化物、無水物など）から調製できる。
【００２６】
　本発明の酒石酸イミド、酒石酸アミドまたはそれらの組み合わせは、これらの酒石酸イ
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ミドまたは酒石酸アミドを調製する際に使用される特定のアミンに依存して、固形物、半
固形物、または油状物であり得る。潤滑組成物および燃料組成物を含めた油性組成物中で
の添加剤として使用するために、これらの酒石酸イミドまたは酒石酸アミドは、このよう
な油性組成物に溶解性および／または安定に分散可能でなければならない。それゆえ、例
えば、オイルで使用する組成物は、それらが使用されるオイルに油溶性および／または安
定に分散可能である。本明細書中および添付の特許請求の範囲で使用する「油溶性」との
用語は、必ずしも、全ての対象組成物が全てのオイルに全ての割合で混和性または溶解性
であることを意味しない。むしろ、この組成物は、その溶液が所望の特性の１つまたはそ
れ以上を示すことを可能にする範囲まで機能する目的のオイル（鉱油、合成油など）に溶
解性であることを意味する。同様に、このような「溶液」は、厳密な物理的または化学的
な意味で、真の溶液である必要はない。それらは、その代わりに、マイクロエマルジョン
またはコロイド分散液であり得、これらは、本発明の目的のために、実用的な目的で、本
発明の文脈内で、それらと交換可能であるように、真の溶液に十分に近い特性を示す。
【００２７】
　先に述べたように、本発明の酒石酸イミド、酒石酸アミドまたはそれらの組み合わせの
組成物は、潤滑剤用の添加剤として有用であり、ここで、それらは、主として、錆および
腐食防止剤、摩擦調整剤、耐摩耗剤および解乳化剤として、機能する。それらは、潤滑粘
性のある多様なオイル（天然油および合成油ならびにそれらの混合物を含めて）をベース
にした種々の潤滑剤中で、使用できる。これらの潤滑剤には、火花点火および圧縮点火内
燃機関（自動車およびトラックのエンジン、２サイクルエンジン、航空機のピストンエン
ジン、船舶および鉄道ディーゼルエンジンなどを含めて）用のクランク室潤滑油が挙げら
れる。それらはまた、ガスエンジン、定置出力エンジンおよびタービンなどで使用できる
。自動変速機油、トランスアクスル潤滑剤、ギア潤滑剤、金属加工潤滑剤、油圧作動液、
ならびに他の潤滑油およびグリース組成物もまた、本発明の組成物を組み入れることによ
り、恩恵を受け得る。
【００２８】
　本発明の潤滑剤には、他の摩擦調整剤が存在し得、これらには、グリセロールモノオレ
エート、オレイルアミド、ジエタノール脂肪アミンおよびそれらの混合物を挙げることが
できる。摩擦調整剤の有用なリストは、米国特許第４，７９２，４１０号に含まれている
。
【００２９】
　グリセロールの脂肪酸エステルは、当該技術分野で周知の種々の方法により、調製でき
る。これらのエステルの多く（例えば、グリセロールモノオレエートおよびグリセロール
モノタロエート）は、商業規模で製造されている。本発明に有用なエステルは、油溶性で
あり、好ましくは、Ｃ８～Ｃ２２脂肪酸またはそれらのエステル（例えば、天然産物で見
られるもの）から調製される。この脂肪酸は、飽和または不飽和であり得る。天然原料に
由来の酸に存在している特定の化合物には、リカン酸（ｌｉｃａｎｉｃ　ａｃｉｄ）（こ
れは、１個のケト基を含有する）が挙げられ得る。有用なＣ８～Ｃ２２脂肪酸には、式Ｒ
－ＣＯＯＨのもの（ここで、Ｒは、アルキルまたはアルケニルである）がある。
【００３０】
　グリセロールの脂肪酸モノエステルは、有用である。モノおよびジエステルの混合物が
使用され得る。モノおよびジエステルの混合物は、少なくとも約４０％のモノエステルを
含有する。約４０重量％～約６０重量％のモノエステルを含有するグリセロールのモノ－
およびジエステルが使用できる。例えば、４５重量％～５５重量％のモノエステルおよび
５５重量％～４５重量％のジエステルの混合物を含有する市販のグリセロールモノオレエ
ートが使用できる。
【００３１】
　有用な脂肪酸には、オレイン酸、ステアリン酸、イソステアリン酸、パルミチン酸、ミ
リスチン酸、パルミトレイン酸、リノール酸、ラウリン酸、リノレン酸およびエレオステ
アリン酸、ならびに天然産物（獣脂、ヤシ油、オリーブ油、落花生油）に由来の酸がある
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。
【００３２】
　脂肪酸アミドは、米国特許第４，２８０，９１６号で詳細に論述されている。適切なア
ミドには、Ｃ８～Ｃ２４脂肪族モノカルボン酸アミドがあり、これらは、周知である。こ
の脂肪酸ベース化合物とアンモニアとを反応させると、この脂肪アミドが生成する。そこ
から誘導された脂肪酸およびアミドは、飽和または不飽和のいずれかであり得る。重要な
脂肪酸には、ラウリン酸Ｃ１２、パルミチン酸Ｃ１６およびステアリン酸Ｃ１８が挙げら
れる。他の重要な不飽和脂肪酸には、オレイン酸、リノール酸およびリノレン酸が挙げら
れ、それらの全ては、Ｃ１８である。１実施形態では、本発明の脂肪アミドは、Ｃ１８不
飽和脂肪酸から誘導されたものである。
【００３３】
　これらの脂肪アミンおよびジエトキシル化長鎖アミン（例えばＮ，Ｎ－ビス－（２－ヒ
ドロキシエチル）－タロアミン）は、それ自体、一般に、本発明の成分として有用である
。両方の種類のアミンは、市販されている。脂肪アミンおよびエトキシル化脂肪アミンは
、米国特許第４，７４１，８４８号で、さらに詳細に記載されている。
【００３４】
　（種々のその他の事柄）
　抗酸化剤（すなわち、酸化防止剤）には、フェノール性酸化防止剤（例えば、２，６－
ジ－ｔ－ブチルフェノール、およびヒンダードフェノールエステル（例えば、次式で表わ
される種類）：
【００３５】

【化５】

特定の実施形態では、
【００３６】
【化６】

が挙げられ、ここで、Ｒ３は、２個～１０個の炭素原子、１実施形態では、２個～４個の
炭素原子、別の実施形態では、４個の炭素原子を含有する直鎖または分枝鎖アルキル基で
ある。１実施形態では、Ｒ３は、ｎ－ブチル基である。別の実施形態では、Ｒ３は、Ｃｉ
ｂａ製のＩｒｇａｎｏｘ　Ｌ－１３５（商標）で見られるように、８個の炭素を有し得る
。これらの酸化防止剤の調製は、米国特許第６，５５９，１０５号で見られる。
【００３７】
　さらに別の酸化防止剤には、第二級芳香族アミン酸化防止剤（例えば、ジアルキル（例
えば、ジノニル）ジフェニルアミン、硫化フェノール酸化防止剤、油溶性銅化合物、リン
含有酸化防止剤、モノブデン化合物（例えば、ジチオカルバミン酸Ｍｏ）、有機スルフィ
ド、ジスルフィド、およびポリスルフィド（例えば、ブタジエンおよびアクリル酸ブチル
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の硫化ディールス－アルダー付加物）を挙げることができる。酸化防止剤の広範なリスト
は、米国特許第６，２５１，８４０号で見られる。
【００３８】
　本発明に関連して使用されるＥＰ／耐摩耗剤は、代表的には、ジアルキルジチオリン酸
亜鉛の形態である。このような作動液と関連して利用され得る極めて多数の異なる種類の
耐摩耗剤が存在しているものの、本発明者は、ジアルキルジチオリン酸亜鉛型耐摩耗剤が
所望の特性を得るために他の成分と関連して特によく機能することを発見した。１実施形
態では、このジアルキルジチオリン酸塩中のアルキル基（これらは、そのアルコールから
誘導された）の少なくとも５０％は、第二級基であり、すなわち、第二級アルコールに由
来する。別の実施形態では、これらのアルキル基の少なくとも５０％は、イソプロピルア
ルコールから誘導される。
【００３９】
　無灰清浄剤および分散剤は、それらの構成に依存して、燃焼すると、非揮発性物質（例
えば、酸化ホウ素または五酸化リン）を生じ得る。しかしながら、無灰清浄剤および分散
剤は、通常、金属を含有せず、従って、燃焼しても金属含有灰分を生じない。多くの種類
の無灰分散剤は、当該技術分野で公知である。このような物質は、通例、その場で他の原
料に由来の金属イオンと会合し得るとしても、無灰と呼ばれる。
【００４０】
　（１）「カルボン酸分散剤」は、少なくとも３４個の炭素原子（好ましくは、少なくと
も５４個の炭素原子）を含有するカルボン酸アシル化剤（酸、無水物、エステルなど）と
、窒素含有化合物（例えば、アミン）、有機ヒドロキシ化合物（例えば、一価および多価
アルコールを含む脂肪族化合物、またはフェノールおよびナフトールを含む芳香族化合物
）、および／または塩基性無機物質とを反応させた反応生成物である。これらの反応生成
物には、カルボン酸エステル分散剤のイミド、アミドおよびエステル反応生成物がある。
【００４１】
　これらのカルボン酸アシル化剤には、脂肪酸、イソ脂肪族酸（例えば、８－メチル－オ
クタデカン酸）、ダイマー酸、不飽和脂肪酸と不飽和カルボン酸試薬との付加ジカルボン
酸４＋２および２＋２付加生成物）、トリマー酸、付加トリカルボン酸ｓ（Ｅｍｐｏｌ（
登録商標）１０４０、Ｈｙｓｔｒｅｎｅ（登録商標）５４６０およびＵｎｉｄｙｍｅ（登
録商標）６０）、ならびにヒドロカルビル置換カルボン酸アシル化剤（これらは、オレフ
ィンおよび／またはポリアルケンに由来する）が挙げられる。１実施形態では、このカル
ボン酸アシル化剤は、脂肪酸である。脂肪酸は、一般に、８個から３０個まで、または１
２個から２４個までの炭素原子を含有する。カルボン酸アシル化剤は、米国特許第２，４
４４，３２８号、第３，２１９，６６６号、第４，２３４，４３５号および第６，０７７
，９０９号で教示されている。
【００４２】
　このアミンは、モノアミンまたはポリアミンであり得る。これらのモノアミンは、一般
に、１個～約２４個の炭素原子または１個～１２個の炭素原子を含有する少なくとも１個
のヒドロカルビル基を有する。モノアミンの例には、脂肪（Ｃ８～３０）アミン（Ａｒｍ
ｅｅｎｓ（商標））、第一級エーテルアミン（ＳＵＲＦＡＭ（登録商標）アミン）、第三
級脂肪族第一級アミン（Ｐｒｉｍｅｎｅ（商標））、ヒドロキシアミン（第一級、第二級
または第三級アルカノールアミン）、エーテルＮ－（ヒドロキシヒドロカルビル）アミン
、およびヒドロキシヒドロカルビルアミン（Ｅｔｈｏｍｅｅｎ（商標）およびＰｒｏｐｏ
ｍｅｅｎ（商標））が挙げられる。ポリアミンには、アルコキシル化ジアミン（Ｅｔｈｏ
ｄｕｏｍｅｅｎ（商標））、脂肪ジアミン（Ｄｕｏｍｅｅｎ（商標））、アルキレンポリ
アミン（エチレンポリアミン）、ヒドロキシ含有ポリアミン、ポリオキシアルキレンポリ
アミン（Ｊｅｆｆａｍｉｎｅｓ（商標）））、縮合ポリアミン（少なくとも１種のヒドロ
キシ化合物と少なくとも１種のポリアミン反応物（これは、少なくとも１個の第一級また
は第二級アミノ基を含有する）との縮合生成物）、および複素環ポリアミンが挙げられる
。有用なアミンには、米国特許第４，２３４，４３５号（Ｍａｉｎｈａｒｔ）および米国
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特許第５，２３０，７１４号（Ｓｔｅｃｋｅｌ）で開示されたものが挙げられる。
【００４３】
　この分散剤が誘導されるポリアミンとしては、主に、大部分が以下の式に従うアルキレ
ンアミンが挙げられる：
【００４４】
【化７】

ここで、ｔは、代表的には、１０未満の整数であり、Ａは、水素、または代表的には、３
０個までの炭素原子を有するヒドロカルビル基であり、アルキレン基は、代表的には、８
個未満の炭素原子を有するアルキレン基である。アルキレンアミンとしては、主に、メチ
レンアミン、エチレンアミン、ヘキシレンアミン、ヘプチレンアミン、オクチレンアミン
、他のポリメチレンアミンが挙げられる。これらは、特に以下によって例示される：エチ
レンジアミン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、プロピレンジアミン、
デカメチレンジアミン、オクタメチレンジアミン、ジ（ヘプタメチレン）トリアミン、ト
リプロピレンテトラミン、テトラエチレンペンタミン、トリメチレンジアミン、ペンタエ
チレンヘキサミン、ジ（トリメチレン）トリアミン。高級同族体（例えば、２種以上の上
記のアルキレンアミンを同様に縮合することによって得られるもの）が有用である。テト
ラエチレンペンタミンは、特に有用である。
【００４５】
　エチレンアミン（ポリエチレンポリアミンとも称される）は、特に有用である。これら
は、Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，Ｋｉ
ｒｋおよびＯｔｈｍｅｒ、第５巻、ｐｐ８９８－９０５、Ｉｎｔｅｒｓｃｉｅｎｃｅ　Ｐ
ｕｂｌｉｓｈｅｒｓ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ（１９５０）において、「Ｅｔｈｙｌｅｎｅ　Ａ
ｍｉｎｅｓ」との表題でいくぶん詳細に記載されている。
【００４６】
　ヒドロキシアルキル置換アルキレンアミン（すなわち、窒素原子上に１つ以上のヒドロ
キシアルキル置換基を有するアルキレンアミン）もまた同様に有用である。このようなア
ミンの例としては、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）エチレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ビス（
２－ヒドロキシエチル）－エチレンジアミン、１－（２－ヒドロキシエチル）ピペラジン
、モノヒドロキシプロピル）－ピペラジン、ジ－ヒドロキシプロピル置換テトラエチレン
ペンタミン、Ｎ－（３－ヒドロキシプロピル）－テトラ－メチレンジアミン、および２－
ヘプタデシル－１－（２－ヒドロキシエチル）－イミダゾリンが挙げられる。
【００４７】
　上記のアルキレンアミンまたはヒドロキシアルキル置換アルキレンアミンのアミノラジ
カルまたはヒドロキシラジカルによる凝集によって得られるような、より高い相同体は、
同様に有用である。縮合ポリアミンは、少なくとも１種のヒドロキシ化合物と、少なくと
も１種の一級または二級アミン基を含む少なくとも１種のポリアミン反応物との縮合反応
によって形成され、そして米国特許第５，２３０，７１４号および第５，２９６，１５４
号（Ｓｔｅｃｋｅｌ）に記載される。
【００４８】
　これらの「カルボン酸分散剤」の例は、英国特許第１，３０６，５２９号および以下を
含めた多くの米国特許で記載されている：第３，２１９，６６６号、第３，３１６，１７
７号、第３，３４０，２８１号、第３，３５１，５５２号、第３，３８１，０２２号、第
３，４３３，７４４号、第３，４４４，１７０号、第３，４６７，６６８号、第３，５０
１，４０５号、第３，５４２，６８０号、第３，５７６，７４３号、第３，６３２，５１
１号、第４，２３４，４３５号、第６，０７７，９０９号および第６，１６５，２３５号
。



(12) JP 5178197 B2 2013.4.10

10

20

30

40

50

【００４９】
　（２）スクシンイミド分散剤は、カルボン酸分散剤の１種である。それらは、ヒドロカ
ルビル置換コハク酸アシル化剤と、有機ヒドロキシ化合物、または窒素原子に結合した少
なくとも１つの水素を含むアミン、またはこのヒドロキシ化合物とアミンの混合物との反
応生成物である。用語「コハク酸アシル化剤」とは、炭化水素置換コハク酸またはコハク
酸生成化合物（これはまた酸自体を包含する）をいう。このような物質は、代表的に、ヒ
ドロカルビル置換コハク酸、無水物、エステル（ハーフエステルを含む）およびハライド
を含む。
【００５０】
　コハク酸ベースの分散剤は、代表的に以下のような構造を含む種々の化学構造を有する
：
【００５１】
【化８】

　上記の構造において、各Ｒ１は、別個に、ヒドロカルビル基（例えば、５００または７
００～１０，０００の数平均分子量を有するポリオレフィン由来の基）である。代表的に
、ヒドロカルビル基は、アルキル基であり、しばしば、５００または７００～５０００の
分子量、あるいは１５００または２０００～５０００の分子量を有するポリイソブチル基
である。別の表現では、Ｒ１基は、４０個～５００個の炭素原子、例えば、少なくとも５
０個（例えば、５０～３００個の炭素原子）、好ましくは脂肪族炭素原子を含み得る。Ｒ
２は、アルキレン基、通常は、エチレン（Ｃ２Ｈ４）基である。このような分子は、通常
、アルケニルアシル化剤とポリアミンとの反応によって誘導され、そして上に示される単
純なイミド構造に加えて２つの分子間の種々の結合が可能であり、これは、種々のアミド
および４級アンモニウム塩を含む。スクシンイミド分散剤は、米国特許第４，２３４，４
３５号、第３，１７２，８９２号および第６，１６５，２３５号により十分に記載される
。
【００５２】
　置換基が誘導されるポリアルケンは、代表的に、２個～１６個の炭素原子、通常は２個
～６個の炭素原子の重合可能なオレフィンモノマーのホモポリマーまたはインターポリマ
ーである。これらのコハク酸アシル化剤と反応してカルボン酸分散剤組成物を形成するア
ミンは、上記のようなモノアミンまたはポリアミンであり得る。
【００５３】
　このスクシンイミド分散剤は、通常、大部分がイミド官能基の形状で窒素を含有するの
で、そう呼ばれるものの、それは、アミン塩、アミド、イミダゾリンだけでなく、それら
の混合物の形状であり得る。このスクシンイミド分散剤を調製するためには、１種または
それ以上のコハク酸生成化合物および１種またはそれ以上のアミンは、必要に応じて、実
質的に不活性で通常液状の有機液体溶媒／希釈剤の存在下にて、高温、一般に、約８０℃
から、その混合物または生成物の分解点までの温度（代表的には、１００℃～３００℃）
で、代表的には、水の除去を伴って、加熱される。
【００５４】
　本発明のスクシンイミド分散剤を調製する手順のさらなる詳細および例は、例えば、米
国特許第３，１７２，８９２号、第３，２１９，６６６号、第３，２７２，７４６号、第
４，２３４，４３５号、第６，４４０，９０５号および第６，１６５，２３５号に含まれ
る。
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【００５５】
　（３）「アミン分散剤」とは、比較的高分子量の脂肪族ハロゲン化物と、アミン（好ま
しくは、ポリアルキレンポリアミン）との反応生成物である。それらの例は、例えば、以
下の米国特許に記載されている：第３，２７５，５５４号、第３，４３８，７５７号、第
３，４５４，５５５号、および第３，５６５，８０４号。
【００５６】
　（４）「マンニッヒ分散剤」とは、アルキルフェノール（ここで、このアルキル基は、
少なくとも３０個の炭素原子を有する）と、アルデヒド（特に、ホルムアルデヒド）およ
びアミン（特に、ポリアルキレンポリアミン）との反応生成物である。以下の米国特許に
記載された物質は、例示である：第３，０３６，００３号、第３，２３６，７７０号、第
３，４１４，３４７号、第３，４４８，０４７号、第３，４６１，１７２号、第３，５３
９，６３３号、第３，５８６，６２９号、第３，５９１，５９８号、第３，６３４，５１
５号、第３，７２５，４８０号、第３，７２６，８８２号、および第３，９８０，５６９
号。
【００５７】
　（５）後処理分散剤は、カルボン酸分散剤、アミン分散剤またはマンニッヒ分散剤を、
以下のような試薬と反応させることにより得られる：ジメルカプトチアジアゾール、尿素
、チオ尿素、二硫化炭素、アルデヒド、ケトン、カルボン酸、炭化水素置換無水コハク酸
、ニトリル、エポキシド、ホウ素化合物、リン化合物など。この種の代表的な物質は、以
下の米国特許に記載されている：第３，２００，１０７号、第３，２８２，９５５号、第
３，３６７，９４３号、第３，５１３，０９３号、第３，６３９，２４２号、第３，６４
９，６５９号、第３，４４２，８０８号、第３，４５５，８３２号、第３，５７９，４５
０号、第３，６００，３７２号、第３，７０２，７５７号、および第３，７０８，４２２
号。
【００５８】
　（６）重合体分散剤とは、油溶性モノマー（例えば、メタクリル酸デシル、ビニルデシ
ルエーテル、および高分子量オレフィン）と、極性置換基を含有するモノマー（例えば、
アクリル酸アミノアルキルまたはアクリルアミドおよびポリ（オキシエチレン）置換アク
リル酸エステル）とのインターポリマー。重合体分散剤の例は、以下の米国特許で開示さ
れている：第３，３２９，６５８号、第３４４９，２５０号、第３，５１９，６５６号、
第３，６６６，７３０号、第３，６８７，８４９号、および第３，７０２，３００号。
【００５９】
　この組成物はまた、１種またはそれ以上の清浄剤を含有でき、これらは、通常、塩（具
体的には、オーバーベース化塩）である。オーバーベース化塩またはオーバーベース化物
質は、単一相の均一なニュートン系であり、これは、その金属および金属と反応される特
定の酸性有機化合物の化学量論に従って存在している金属含量よりも過剰の金属含量によ
り、特徴付けられる。これらのオーバーベース化物質は、酸性物質（代表的には、無機酸
または低級カルボン酸、好ましくは、二酸化炭素）と、以下を含有する混合物とを反応さ
せることにより、調製される：酸性有機化合物、該酸性有機物質のための少なくとも１種
の不活性有機溶媒を含む反応媒体（例えば、鉱油、ナフサ、トルエン、キシレン）、化学
量論的に過剰な金属塩基、および促進剤。
【００６０】
　本発明のオーバーベース化組成物を製造する際に有用な酸性有機化合物には、カルボン
酸、スルホン酸、リン含有酸、フェノールまたはそれらの混合物が挙げられる。好ましく
は、これらの酸性有機化合物は、カルボン酸またはスルホン酸（これは、スルホン酸基ま
たはチオスルホン酸基を有する）（例えば、ヒドロカルビル置換ベンゼンスルホン酸）、
およびヒドロカルビル置換サリチル酸である。本発明のオーバーベース化組成物らを製造
する際に有用な他の種類の化合物には、サリキサレートがある。本発明で有用なサリキサ
レートの記載は、国際公開第ＷＯ　０４／０４８５０で見られる。
【００６１】



(14) JP 5178197 B2 2013.4.10

10

20

30

40

50

　これらのオーバーベース化塩を製造する際に有用な金属化合物は、一般に、第１族また
は第２族（ＣＡＳ版の元素周期表）のいずれかの金属化合物である。この金属化合物の第
１族金属には、第１ａ族アルカリ金属（例えば、ナトリウム、カリウム、リチウム）およ
び第１ｂ族金属（例えば、銅）が挙げられる。第１族金属は、好ましくは、ナトリウム、
カリウム、リチウムおよび銅であり、好ましくは、ナトリウムまたはカリウムであり、さ
らに好ましくは、ナトリウムである。この金属塩基の第２族金属には、第２ａ族アルカリ
土類金属（例えば、マグネシウム、カルシウム、バリウム）だけでなく、第２ｂ族金属（
例えば、亜鉛またはカドミウム）が挙げられる。好ましくは、第２族金属は、マグネシウ
ム、カルシウム、バリウムまたは亜鉛であり、好ましくは、マグネシウムまたはカルシウ
ムであり、さらに好ましくは、カルシウムである。
【００６２】
　本発明のオーバーベース化清浄剤の例には、スルホン酸カルシウム、カルシウムフェネ
ート、サリチル酸カルシウム、カルシウムサリキサレートおよびそれらの混合物が挙げら
れるが、これらに限定されない。
【００６３】
　このオーバーベース化物質（すなわち、清浄剤）の量は、もし存在するなら、１実施形
態では、この組成物の０．０５～３重量パーセント、または０．１～３パーセント、また
は０．１～１．５重量パーセント、または０．１５～１．５重量パーセントである。
【００６４】
　安定な泡の形成を少なくするか防止するのに使用される消泡剤には、シリコーンまたは
有機重合体が挙げられる。これらの消泡組成物および他の消泡組成物の例は、Ｈｅｎｒｙ
　Ｔ．Ｋｅｒｎｅｒによる「Ｆｏａｍ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ａｇｅｎｔｓ」（Ｎｏｙｅｓ　
Ｄａｔａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，１９７６）の１２５～１６２ページで記載されてい
る。
【００６５】
　本発明の組成物は、内燃機関の操作過程において、その潤滑剤が内燃機関の十分な部分
に送達されて、それにより、内燃機関を潤滑させるように、この潤滑剤を内燃機関（例え
ば、定置ガス出力内燃機関）に供給することにより、潤滑剤として、実用的に使用される
。
【００６６】
　本明細書中で使用する「ヒドロカルビル置換基」または「ヒドロカルビル基」との用語
は、通常の意味で使用され、これは、当業者に周知である。具体的には、それは、分子の
残部に直接結合した炭素原子を有しそして炭化水素的性質または主として炭化水素的な性
質を有する基を意味する。ヒドロカルビル基の例には、以下が挙げられる：炭化水素置換
基、すなわち、脂肪族置換基（例えば、アルキルまたはアルケニル）、脂環族置換基（例
えば、シクロアルキル、シクロアルケニル）、および芳香族置換された芳香族置換基、脂
肪族置換された芳香族置換基および脂環族置換された芳香族置換基などだけでなく、環状
置換基。ここで、この環は、分子の他の部分により、完成されている（例えば、２個の置
換基は、一緒になって、環を形成する）；置換された炭化水素置換基、すなわち、非炭化
水素基を含有する置換基。この非炭化水素基は、本発明の文脈では、置換基の主な炭化水
素的性質を変化させない（例えば、ハロ（特に、クロロおよびフルオロ）、ヒドロキシ、
アルコキシ、メルカプト、アルキルメルカプト、ニトロ、ニトロソ、およびスルホキシ）
；ヘテロ置換基、すなわち、本発明の文脈内では、主として炭化水素的性質を有しながら
、環または鎖の中に存在する炭素以外の原子を有するが、その他は炭素原子で構成されて
いる基。ヘテロ原子には、イオウ、酸素、窒素が挙げられ、ピリジル、フリル、チエニル
およびイミダゾリルのような置換基を包含する。一般に、このヒドロカルビル基では、各
１０個の炭素原子に対し、２個以下の非炭化水素置換基、好ましくは、１個以下の非炭化
水素置換基が存在する。代表的には、このヒドロカルビル基には、このような非炭化水素
置換基は存在しない。
【００６７】
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　上記物質のいくつかは、最終調合物と相互作用し得、その結果、最終調合物の成分は、
最初に加えたものとは異なり得ることが知られている。例えば、金属イオン（例えば、清
浄剤のもの）はも、他の分子の他の酸性部位またはアニオン性部位に移動できる。そのよ
うに形成された生成物は、本発明の組成物をその目的用途で使用すると形成される生成物
を含めて、簡単に記述できない場合がある。それにもかかわらず、このような全ての改良
および反応生成物は、本発明の範囲内に含まれる；本発明は、上記成分を混合することに
より調製された組成物を包含する。
【実施例】
【００６８】
　本発明は、以下の実施例により、さらに例示されるが、これらの実施例は、特に有利な
実施形態を示す。これらの実施例は、本発明を例示するために提供されているものの。本
発明を限定するとは解釈されない。
【００６９】
　これらの潤滑剤を、燃費および耐久性について、ＩＬＳＡＣ　ＧＦ－４仕様で規定され
るように、Ｓｅｑｕｅｎｃｅ　ＶＩＢ燃費試験で評価する。
【００７０】
　潤滑粘性のあるオイルにおいて、以下の調合物を調製したが、この場合、それらの添加
剤成分の量は、通常の希釈油を含めて、重量パーセントである。
【００７１】
【表１】

　＊ｎ．ｐ．＝調合物にて存在せず。
【００７２】
　これらの結果は、低イオウ、灰分およびリンクランク室潤滑剤においてオレイルアミン
酒石酸イミドを使用する調合物が、Ｓｅｑｕｅｎｃｅ　ＶＩＢエンジン試験で立証される
ように、グリセロールモノオレエート、従来の摩擦調整剤を使用する調合物と比較して、
燃費を著しく向上させることを示している。
【００７３】
　これらの潤滑剤を、さらに、摩耗および摩擦低下について、四級低リン／イオウ（四球
低ＰＳ）試験、高周波数往復運動リグ１％クメンヒドロペルオキシド（ＨＦＲＲ　１％Ｃ
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ＨＰ）試験およびＣａｍｅｒｏｎ－Ｐｌｉｎｔ高温往復運動摩耗試験で評価する。
【００７４】
　この四球低ＰＳ手順は、潤滑剤のプレストレス（ｐｒｅ－ｓｔｒｅｓｓ）としてクメン
ヒドロペルオキシド（ＣＨＰ）を加えて、ＡＳＴＭ　Ｄ４１７２と同じ試験条件を利用す
る。この四球摩耗試験の基本的な操作は、三角パターンでロックされた３個の固定０．５
直径鋼球ベアリングとして、記述できる。４個目の鋼球ベアリングは、これらの３個の固
定球と接して装填され、それらと接して回転される。顕微鏡を使用して、これらの３個の
固定球の各々の摩耗傷跡が測定され、そして平均されて、平均摩耗傷跡直径（ミリメート
ル）が決定される。
【００７５】
　ＨＦＲＲ　１％ＣＨＰ試験を使用して、リンおよびイオウのレベルを低下させた潤滑剤
の摩擦および摩耗性能を評価する。鋼鉄製平板と接して滑る往復運動している鋼球ベアリ
ングを使用することにより、摩耗傷跡直径および膜厚パーセントを測定する。この試験は
、高周波数往復運動リグ（これは、トライボロジー試験装置の市販部品である）と併せて
、１％クメンヒドロペルオキシド（ＣＨＰ）を使用して、実行する。
【００７６】
　Ｃａｍｅｒｏｎ－Ｐｌｉｎｔ高温往復運動摩耗試験を使用して、潤滑剤の摩擦および摩
耗性能を評価する。鋼鉄製平板と接して滑る往復運動している鋼球ベアリングを使用する
ことにより、摩耗傷跡直径および膜厚パーセントを得る。この試験は、Ｃａｍｅｒｏｎ－
Ｐｌｉｎｔ往復運動摩耗リグ（これは、トライボロジー試験装置の市販部品である）を使
用して、実行する。
【００７７】
　潤滑粘性のあるオイル中にて、以下の調合物を調製するが、この場合、添加剤成分の量
は、特に明記しない限り、重量パーセントである：０．１５％の流動点降下剤（これは、
約３５％の希釈油を含有する）、８％の粘度指数向上剤（これは、約９１％の希釈油を含
有する）、０．８９％の希釈油、５．１％のスクシンイミド分散剤（これは、約４７％の
希釈油を含有する）、０．４８％のジアルキルジチオリン酸亜鉛（Ｃ３（これは、０．９
８％を含有する）を除く）（各々は、約９％の希釈油を含有する）、１．５３％のオーバ
ーベース化スルホン酸カルシウム清浄剤（これは、約４２％の希釈油を含有する）、０．
１％のグリセロールモノオレエート（これは、約０％の希釈油を含有する）、酸化防止剤
（これは、約５％の希釈油を含有する）、９０～１００ｐｐｍの市販の消泡剤、および残
量の基油。
【００７８】
　上記調合物に、以下の表で示すように、これらの成分を加え、そして四球低ＰＳ試験、
高周波数往復運動リグ１％クメンヒドロペルオキシド試験およびＣａｍｅｒｏｎ－Ｐｌｉ
ｎｔ高温往復運動摩耗試験を実行する。結果は、以下の表で示す。
【００７９】
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【表２】

　注記：ｎ．ｒ．＝報告なし。
【００８０】
　これらの結果は、低リン、灰分およびリン潤滑剤中で本発明の酒石酸誘導化合物を使用
する処方（実施例５～１０）が、その組成物に０．０５重量パーセントのリンを送達した
低ＳＡＰＳ調合物（Ｃ４）（これは、酒石酸誘導化合物を含有しない）と比較して、摩耗
を低下させることを示している。それらは、さらに、従来のＧＦ－３処方（Ｃ３）（これ
は、より高いリンを含む）と比較して、同程度の摩耗保護を与える。
【００８１】
　上で引用した各文献の内容は、本明細書中で参考として援用されている。実施例を除い
て、他に明らかに指示がなければ、物質の量を特定している本記述の全ての数値量、反応
条件、分子量、炭素原子数などは、「約」という用語により修飾されることが分かる。他
に指示がなければ、本明細書中で言及した各化学物質または組成物は、その異性体、副生
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成物、誘導体、および市販等級の物質中に存在すると通常考えられているような他のこの
ような物質を含有し得る、市販等級の物質であると解釈されるべきである。しかしながら
、各化学成分の量は、他に指示がなければ、市販等級の物質に通例存在し得る溶媒または
希釈油を除いて、提示されている。同様に、本発明の各要素の範囲および量は、他の要素
のいずれかの範囲または量と併用できる。本明細書中で示した上限および下限の量、範囲
および比は、別個に組み合わされ得ることが分かる。本明細書中で使用する「本質的にな
る」との表現には、問題の組成物の基本的で新規な特性に著しく影響を与えない物質が含
まれていてもよい。
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